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[プロジェクト概要] 
災害時に行政だけではなく民間の拠点同志が通信を行い、情報を共有できるようにするための通信手段を検討
し、災害時緊急通信の実効性を検証する通信訓練。 
1 行政区内にとどまらず、複数の区にまたがる拠点の連携を試み、首都圏外の拠点とも通信を行う、広域の通信
訓練を実施。運営員会で学識者の意見を集め、通信検討会議を行い、通信手段を決定。 
通信実験訓練を進行するためのシナリオを作成、検討し、ある程度リアリティのある災害の背景を設定。実験
直前まで手を加えた。 
[シナリオ] 
中林先生の意見を取り入れ、災害としては最悪のケースを想定。首都圏直下型地震が起き、杉並区など東京西
部に大火が発生、大勢の人が西から東へ中央線沿いに移動する。地震により大量の帰宅困難者が滞留している
所へ、火に追われた人々が流れて来る。その危機的な状況は、通常の電話が輻輳してしまい通信することがで
きないが、別の通信手段で新宿区と千代田区の各拠点が連携して通信する。さらに、インターネット上で地図
に表示させるしくみを取り入れて、情報の共有を試みる。また、被災地から離れた名古屋の拠点が、外部で把
握している情報を入力。 
[通信手段 etc.] 
FWA通信（長距離無線 LAN）、MCA無線、Web GIS、IPSTAR（衛星送受信）、電気自動車（非常用電源）、
USTREAM 



 


